
東京都公立小学校長会会則 

 
第１章  総   則 

 
第１条  この会は東京都公立小学校長会という。 
第２条  この会は事務局を東京都港区西新橋２丁目９番４号 川西ビル内に置く。 
第３条   この会は本都公立小学校教育の振興を期するために職能の向上、待遇の改善ならびに会員相互

の福祉増進を図ることを目的とする。 
第４条  この会は前条の目的を達成するために以下の事業を行う。 
    ⒈ 学校経営に関すること 
    ⒉ 小学校教育の施設・設備に関すること 
    ⒊ 教育の制度・行政ならびに財政に関すること 
    ⒋ 会員研修に関すること 
    ⒌ 児童の心の教育・健全育成に関すること 
    ⒍ 教育振興の広報活動に関すること 
    ⒎ 教員の地位待遇の向上に関すること 
    ⒏ 会員の互助厚生に関すること 
    ⒐ 関係諸団体との目的達成上必要な事業に関すること 
 

  第２章  組   織 
 
第５条  この会は本都公立小学校長すべてを以て組織する。 
第６条  この会は各区・市・郡及び支庁毎に地区を設ける。 
 

 第３章    役員及び監事 
 
第７条  この会に以下の役員及び監事を置く。 
      ⒈ 会    長        １名 
        会長代理      １名 
        筆頭副会長     １名 
        副 会 長        若干名     
        部    長        若干名  
      ⒉ 監    事        ３名 
第８条  会長は「会長候補推薦委員会」において推薦された候補者につき、地区校長研修会・連絡会で

指名され、承認を得る。 
     会長代理・筆頭副会長・副会長は会長が推薦し、地区校長研修会・連絡会の承認を得る。 
     部長は会長が推薦し、地区校長研修会・連絡会の承認を得る。 
     監事は会長が推薦し、地区校長研修会・連絡会の承認を得る。 
第９条   会長はこの会を代表し、会長代理・筆頭副会長・副会長は会長を補佐し、会長に事故ある時こ 
    れを代行する。 
     部長はそれぞれの部を統括し会務を執行する。 
         監事はこの会の会計を監査する。 
第 10条 会長は、事業活動遂行上必要と認めた場合は、地区校長研修会・連絡会の承認を経て、第７条

に定める以外の役員を置くことができる。 
第 11条 役員は、会員の中から選出する。 

役員・監事の任期は２年とする。ただし、重任を妨げない。 
補欠役員・監事の任期は前任者の残任期間とし、増員による役員・監事の任期は他の役員・監 

事の残任期間とする。 
     役員・監事は任期満了しても後任者の就任するまでその職務を行う。 
第 12条  この会に幹事及び常任幹事を置く。 
     幹事は各地区で以下のように選出する。うち１名は常任幹事とし、各地区で定める。 
    ⒈ 20 校までは１名 
    ⒉ 21 校以上 50 校までは２名 
    ⒊ 51 校以上は３名 
第 13条  常任幹事、幹事は各地区を代表するとともに会務を審議し執行する。 



第 14条  この会は事務処理のため地区校長研修会・連絡会の議を経て、以下の職員を置くことができ 
る。 

        事務局長      １名 
        事務局次長     １名             
        事務局員     若干名          
        ※事務局長及び次長は、退職校長を以て充てる。 
 

  第４章  会   議 
 
第 15条   この会には、以下の会議を設定し、会長又は会長代理がこれを招集する。 
        ⒈ 総会 ⒉ 役員会 ⒊ 地区代表校長研修会・連絡会 
        ⒋ 地区校長研修会・連絡会  ⒌ 地区校長会長研修会・連絡会 
        ⒍ 多摩地区校長会長研修会・連絡会 ⒎ 会計担当校長研修会・連絡会 
第 16条  総会は毎年５月に開催する。ただし、会長又は会長代理が必要と認めた時、または、会員の５

分の１以上から会議の目的を示して請求があった時は総会を開くことができる。        
          総会の議長は、総会出席の会員の中から選出する。 
第 17条   総会は会員の半数以上を以て成立する。 
第 18条   総会に付議する事項は以下の通りである。 
       ⒈ 会務、決算・予算の報告 
       ⒉ 会則の変更その他重要事項 
第 19条   総会の議事は出席会員過半数によって決定し、可否同数の場合は議長がこれを決定する。 
第 20条   緊急止むを得ない事情で総会を開催できない場合には地区校長研修会・連絡会の決議を以て

これに代えることができる。ただし、この場合は次の総会で承認を受けることを必要とする。 
第 21条  役員会は、役員及び事務局長を以て構成し、原則として毎月 1回これを開く。   
第 22条  地区代表校長研修会・連絡会は役員・常任幹事を以て構成し、原則として毎月１回程度これ 

を開く。       
常任幹事がこの会に出席できない場合、幹事又は代理を以て充てる。 

第 23条  地区校長研修会・連絡会は役員・常任幹事、幹事を以て構成し、必要に応じ随時これを開く。 
第 24条  地区校長研修会・連絡会で第 20 条に関わる議事が必要の場合、役員が議長を務める。議事は

出席者過半数の議決で定め、可否同数の場合は議長がこれを決定する。        
第 25条  地区校長会長研修会・連絡会は、各地区校長会長を以て構成し、年間２回程度これを開く。必

要に応じ臨時に開くことができる。      
第 26条  多摩地区校長会長研修会・連絡会は、多摩地区各校長会長を以て構成し、年間１回程度これ 

を開く。必要に応じ臨時に開くことができる。 
 

  第５章  会   計 
 
第 27条  この会の会費は年額 20,000 円とする。 
第 28条  この会の経費は、会費、寄付金その他の収入を以て充てる。 
第 29条  この会の会計年度は毎年４月１日に始まり翌年３月 31 日に終わる。 
  

  第６章  部   会 
 
第 30条  この会は会務を処理するため以下の諸部を設ける。 
       ⒈ 庶務部 ⒉ 会計部 ⒊ 調査研究部 ⒋ 対策部 ⒌ 厚生部 ⒍ 多摩島しょ部  

⒎ 情報部 
第 31条  各部に部長１名、副部長１～２名、部員を置く。副部長・部員は、第１回地区校長研修会・

連絡会で会長代理が委嘱する。 
 
第 32条  この会は事業遂行のため必要に応じ常設・特設の委員会を設けることができる。 

多摩島しょ部には、多摩地区委員会と島しょ地区委員会を設ける。 
     

各委員会に多摩地区委員長１名、多摩島しょ地区委員長１名、委員を置く。委員長・委員は、
第１回地区校長研修会・連絡会で会長代理が委嘱する。 

 



  第７章  附   則 

 

第 33条  この会の運営上必要な細則は地区校長研修会・連絡会で定める。 

第 34条  この会は昭和 26 年５月 28 日からこれを実施する。 

      

備 考   平成３年５月 14 日    一部改正(第２条) 

      平成６年５月 20 日  一部改正(第７条、第８条、第９条、第 23 条) 

      平成７年５月 16 日  一部改正(第 20条) 

      平成 10年５月 12日  一部改正(第２条） 

      平成 11年５月 18日   一部改正(第 7条) 

      平成 15年３月４日  一部改正(第３条、第４条、第５条、第６条、第７条、第８条、 

                      第 17 条、第 19 条、第 20 条、第 23 条、第 24 条) 

          平成 19年５月 17日  一部改正（第８条、第 11 条、第 16 条、第 17 条、第 18 条、 

第 23条、第 24条、第 25条） 

          平成 20年５月 13日  一部改正（第８条、第 10 条、第 11 条、第 15 条、第 16 条、 

第 17条、第 21条、第 24条) 

                    挿入改正（第 13条、第 14条、第 20条、第 22条、第 24条、第 25条） 

      令和６年３月８日   一部改正（第７条、第 11条、第 12条、第 13条、第 14条、第 15条、 

第 16条、第 17条、第 18条、第 19条、第 20条、第 21条、 

第 22条、第 23条、第 24条、第 25条、第 26条、第 27条、 

第 28条、第 29条、第 30条、第 31条、第 32条、第 33条、 

第 34条） 

挿入改正（第 10 条） 

     令和７年３月４日   一部改正（第４条、第６条、第７条、第８条、第９条、第 10条、 

第 12条、第 13条、第 14 条、第 15条、第 16 条、 

第 18条、第 20条、第 22 条、第 23条、第 24 条、 

第 25条、第 26条、第 28 条、第 30条、第 31 条、 

第 32条、第 33条）  

 

○ 会長候補者の推薦に関する細則 

   会則第８条に規定する会長候補者指名にいたる手続き、日程等を次のように定める。 

 ⒈ (地区よりの会長候補者の推薦) 

    各地区校長会は、その地区の会員中に次期会長の適任者があれば、２月の地区校長研修会・連絡

会までに、別に定める推薦書を東京都公立小学校長会長に提出する。 

 ⒉ (会長候補者推薦委員の選出) 

    会長候補者推薦委員(以下推薦委員と呼ぶ)７名を、２月の地区校長研修会・連絡会で決定する。 

    ア．推薦委員は役員会で推薦し、地区校長研修会・連絡会で決定する。 

    イ．推薦委員は、次に定める各地域及び役員会より選出する。 

      ・城東地域 (墨田、江東、荒川、足立、葛飾、江戸川区) 

      ・城南地域（港、品川、目黒、大田、世田谷、渋谷区） 

      ・城北地域（中野、杉並、豊島、北、板橋、練馬区） 

      ・中央地域（千代田、中央、新宿、文京、台東区） 

      ・多摩島しょ地域（26市１郡及び島しょ） 

    ウ．地域よりの委員は、城東、城南、城北、中央地域より各１名、多摩島しょ地域は２名とする。 

    エ．部長会よりは３名を選出し、内２名は地域を兼ねる。 

 



 ⒊ (会長候補者推薦委員会) 

    会長候補者推薦委員会(以下推薦委員会と呼ぶ)は、前条の７名の推薦委員で構成し、地区より推

薦された候補者を審査して、会長候補者を３月の地区校長研修会・連絡会に推薦する。 

 ⒋ (会長候補者の指名) 

    ３月の地区校長研修会・連絡会は、推薦委員会より推薦された会長候補者を指名する。 

⒌ (新幹事による承認) 

    指名された候補者は、４月の地区校長研修会・連絡会において、承認を受ける。 

  ・ 会長候補者推薦条件 

   ⑴ 教育に情熱を持ち、東京都公立小学校長会の組織、運営をよく理解し、諸活動に豊かな経験 

をもつ者。 

   ⑵ 人物識見ともにすぐれ、統率力、指導力及び実践力のある者。 

   ⑶ 全国連合小学校長会の仕事にも通じていて、全国的視野で働ける者。 

   ⑷ 役職定年までに２年以上の在職年数のある者。 

 

○ 役員に関する細則(令和７年３月４日 挿入改正) 

 ⒈ 会長は、主に国の関係機関や道府県校長会機関と連携し、会務執行に当たる。 

 ⒉ 会長代理は、主に都の関係機関や東京都の各地区校長会と連携し、会務執行に当たる。 

 ⒊ 筆頭副会長は、主に国や都の関係機関との連携に関する事業に当たる。 

 ⒋ 副会長は、会長・会長代理・筆頭副会長を補佐し、本会の目的達成に必要な事業に当たる。 

 ⒌ 部長は各部の目的達成について、以下の必要な事業に当たる。 

  ⑴ 庶務部長…総会、役員会、地区代表校長研修会・連絡会、地区校長研修会・連絡会、地区校 

長会長研修会・連絡会の運営、関係団体・諸団体との渉外 

  ⑵ 会計部長…本会の収入・支出に関する管理・運営 

  ⑶ 調査研究部長…調査研究や研究発表会、各地区の相互の課題解決、人権教育に関する事業、 

研究大会・研究協議会、関係機関との協議等 

  ⑷ 対策部長…教育にかかわる課題について調査・分析・検討を行い、関係機関への提案や要望 

活動、連携 

  ⑸ 厚生部長…互助事業を適正に進め、福利厚生諸団体との連絡・調整を行い、本会員の福利厚生 

の向上に向けた運営 

  ⑹ 多摩島しょ部長…多摩地区校長会長研修会・連絡会、隔遠地校等研究協議会、隔遠地校訪問、 

島しょ地区訪問の運営、多摩島しょ地区にかかわる研修会との連携、多摩島しょ地区の教育振興 

についての要望事項の把握、関係団体・諸団体との連携・渉外 

  ⑺ 情報部長…本会組織の強化・充実に向けた情報発信活動、広報に関する関係機関との連携 

 

○ 庶務部細則(令和７年３月４日 一部改正) 

⒈ 本会の役員退任に際しては、感謝状ならびに記念品を贈呈し感謝の意を表す。 

 

○ 会計部細則(昭和 54年４月１日、平成 25 年３月 11日、令和６年５月 10 日 一部改正) 

 ⒈ 新会員からは｢東京都公立小学校長会の運営資金｣(以下、｢運営資金｣)として、一人あたり 

10,000 円を徴収する。 

  ⑴  ｢運営資金｣は確実な金融機関に預け入れ、保管する。 

   ⑵  ｢運営資金｣をとりくずすことはできない。 

   ⑶  ｢運営資金｣から生ずる益金は本会計に繰り入れる。 

 ⒉ 会員役職定年・退職事業等の｢特別分担金｣として、年１回、会員一人あたり 3,000 円を徴収する。 

ただし、特例任用校長・暫定再任用校長は、年１回、会員一人あたり 1,000 円を徴収する。 

 ⒊ 会員が死亡した時は、他の会員から一人あたり 500 円を徴収し、｢互助積立金｣に繰り入れる。 

 



○ 厚生部細則(昭和 59年４月１日 平成 25 年３月 11日、令和６年５月 10 日、令和７年３月４日 

 一部改正) 

  以下の件については、会員からの徴収金から支出する。 

 ⒈ ｢特別分担金｣より支出するもの。 

  ⑴ 会員が役職定年・退職の場合は、記念品料として在会１年につき 2,000 円の割の金額を贈る。 

  ⑵ 上記の他、感謝状の作成、役職定年・退職校長に感謝の意を表明する会の開催、印刷費、通信費 

等に係る経費を支出する。 

 ⒉ ｢互助積立金｣より支出するもの。 

   ⑴ 会員が死亡した場合は、弔慰金として金 600,000 円及び生花又は花輪１基を贈る。 

  ⑵ 会員傷病のため病気休暇が１ヶ月をこえた場合は、見舞金として 20,000 円を贈る。 

ただし、年度を通じて１回を限度とする。 

  ⑶ 会員が不慮の災害を受け見舞金の必要を認めた場合は、地区校長研修会・連絡会の承認を経て適 

当額の見舞金を贈る。 

  備考 休職中の会員及び当該年度中に退職した会員は、これに準ずる。 

 

附則 

  この細則は、令和７年４月１日から実施する。 


